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（単位：百万円）
金額 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 1,723,860 固定負債 973,857

有形固定資産 1,556,262 地方債等 808,583
事業用資産 357,107 長期未払金 29,296

土地 132,624 退職手当引当金 103,497
立木竹 41,911 損失補償等引当金 4,983
建物 338,647 その他 27,498
建物減価償却累計額 △ 174,630 流動負債 130,818
工作物 18,827 １年内償還予定地方債等 96,893
工作物減価償却累計額 △ 12,971 未払金 25,643
船舶 3,531 未払費用 -
船舶減価償却累計額 △ 3,358 前受金 -
浮標等 4,519 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 △ 2,961 賞与等引当金 8,027
航空機 510 預り金 97
航空機減価償却累計額 △ 510 その他 158
その他 2 1,104,676
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 10,966 固定資産等形成分 1,748,099

インフラ資産 1,189,603 余剰分（不足分） △ 1,066,106
土地 94,922
建物 31,008
建物減価償却累計額 △ 19,828
工作物 2,425,164
工作物減価償却累計額 △ 1,595,925
その他 825
その他減価償却累計額 △ 812
建設仮勘定 254,249

物品 35,252
物品減価償却累計額 △ 25,701

無形固定資産 12,712
ソフトウェア 2,279
その他 10,433

投資その他の資産 154,887
投資及び出資金 52,596

有価証券 8,767
出資金 43,829
その他 -

投資損失引当金 △ 1,863
長期延滞債権 5,483
長期貸付金 61,493
基金 36,540

減債基金 16,164
その他 20,376

その他 693
徴収不能引当金 △ 55

流動資産 62,808
現金預金 21,788
未収金 2,297
短期貸付金 1,557
基金 22,681

財政調整基金 7,400
減債基金 15,281

棚卸資産 14,487
その他 -
徴収不能引当金 △ 3 681,992

1,786,668 1,786,668
※百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

【様式第１号】

全体貸借対照表
（平成31年３月31日現在）

科目 科目
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（単位：百万円）

金額

経常費用 468,906

業務費用 249,598

人件費 122,365

職員給与費 102,968

賞与等引当金繰入額 8,027

退職手当引当金繰入額 7,605

その他 3,766

物件費等 107,547

物件費 39,248

維持補修費 13,464

減価償却費 54,803

その他 32

その他の業務費用 19,685

支払利息 6,162

徴収不能引当金繰入額 1

その他 13,522

移転費用 219,308

補助金等 209,333

社会保障給付 9,474

その他 501

経常収益 34,555

使用料及び手数料 14,755

その他 19,800

純経常行政コスト △ 434,351

臨時損失 7,238

災害復旧事業費 7,166

資産除売却損 -

投資損失引当金繰入額 -

損失補償等引当金繰入額 -

その他 72

臨時利益 37

資産売却益 -

その他 37

純行政コスト △ 441,552
※百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

【様式第２号】

全体行政コスト計算書
自　平成30年４月１日
至　平成31年３月31日

科目
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（単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 694,743 1,742,354 △ 1,047,611

純行政コスト（△） △ 441,552 △ 441,552

財源 425,808 425,808

税収等 336,357 336,357

国県等補助金 89,451 89,451

本年度差額 △ 15,744 △ 15,744

固定資産等の変動（内部変動） 61,635 △ 61,635

有形固定資産等の増加 75,620 △ 75,620

有形固定資産等の減少 △ 11,383 11,383

貸付金・基金等の増加 2,699 △ 2,699

貸付金・基金等の減少 △ 5,301 5,301

資産評価差額 △ 943 △ 943

無償所管換等 4 4

その他 3,932 △ 54,952 58,884

本年度純資産変動額 △ 12,751 5,745 △ 18,496

本年度末純資産残高 681,992 1,748,099 △ 1,066,106

※百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

【様式第３号】

全体純資産変動計算書

自　　平成30年４月１日
至　　平成31年３月31日

科目 合計
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（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出 418,840

業務費用支出 199,532
人件費支出 125,903
物件費等支出 54,326
支払利息支出 6,162
その他の支出 13,140

移転費用支出 219,308
補助金等支出 209,333
社会保障給付支出 9,474
その他の支出 501

業務収入 441,598
税収等収入 336,357
国県等補助金収入 70,435
使用料及び手数料収入 14,782
その他の収入 20,025

臨時支出 7,258
災害復旧事業費支出 7,258
その他の支出 0

臨時収入 1
業務活動収支 15,501
【投資活動収支】

投資活動支出 57,388
公共施設等整備費支出 40,711
基金積立金支出 14,386
投資及び出資金支出 9
貸付金支出 2,283
その他の支出 -

投資活動収入 35,555
国県等補助金収入 18,916
基金取崩収入 15,104
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 1,536

投資活動収支 △ 21,833
【財務活動収支】

財務活動支出 93,491
地方債等償還支出 93,326
その他の支出 164

財務活動収入 100,317
地方債等発行収入 100,317
その他の収入 -

財務活動収支 6,827
495

21,293
21,788

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 21,788
※百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

科目 金額

【様式第４号】

全体資金収支計算書
自　　平成30年４月１日

至　　平成31年３月31日

本年度資金収支額（省略する場合は直接入力）
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全体財務書類 注記

［注記の対象範囲］一般会計等に属する会計及び地方公営企業会計（５の⑴の連結対象会計）

１ 重要な会計方針

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

① 有形固定資産････････････････････････････････････････取得原価

ただし、一般会計等に属する会計並びに地方公営企業会計（地方公営企業法非適用企業）

のうちの港湾整備事業特別会計及び流通団地及び工業団地造成事業特別会計の開始時の評

価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア 昭和59年度以前に取得したもの･･････････････････････再調達原価

取得原価が判明しているもの････････････････････････取得原価

取得原価が不明なもの･･････････････････････････････再調達原価

ただし、道路の敷地は備忘価額１円としています。

イ 昭和60年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの････････････････････････取得原価

取得原価が不明なもの･･････････････････････････････再調達原価

② 無形固定資産････････････････････････････････････････取得原価

ただし、一般会計等に属する会計の開始時の評価基準及び評価方法については、次のと

おりです。

取得原価が判明しているもの･･････････････････････････取得原価

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的有価証券････････････････････････････････償却原価法（定額法）

② 満期保有目的以外の有価証券

ア 市場価格のあるもの････････････････････････････････会計年度末における市場価格

イ 市場価格のないもの････････････････････････････････取得原価

③ 出資金･･････････････････････････････････････････････出資金額

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

① 貯蔵品

ア 一般貯蔵品････････････････････････････････････････移動平均法による原価法

イ 特殊品････････････････････････････････････････････個別法による原価法

ただし、地方公営企業会計（地方公営企業法適用企業）のうちの病院事業会計において

は、先入先出法又は最終仕入原価法による原価法によっています。

② 販売用土地･･････････････････地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則（平

成20年総務省令第８号）第４条第２項各号に掲げる方法

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･･････････････定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 ３年～50年

工作物 ３年～80年

物品 ２年～36年

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･･････････････定額法

（ソフトウェアについては、県における見込利用期間（３年又は５年）に基づく定額法

によっています。）

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリー
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ス取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース

取引を除きます。）

該当ありません。

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法

① 投資損失引当金

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体に対するものについて、実質価額

が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。

② 徴収不能引当金

長期延滞債権、未収金及び貸付金について、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収

不能見込額を計上しています。

ただし、病院事業会計においては、未収金について、過去３年間の平均不能欠損率によ

り、徴収不能見込額を計上しています。

③ 退職手当引当金

期末自己都合要支給額を計上しています。

④ 損失補償等引当金

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に

関する法律（平成19年法律第94号）に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を

計上しています。

⑤ 賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見

込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

⑥ 特別修繕等引当金

設備等に係る定期修繕費用の支出に備えるため、支出見込額のうち前回の定期修繕の日

から当年度末までの期間に対応する額を計上しています。

⑹ リース取引の処理方法

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

⑺ 全体資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金、要求払預金及び定期性預金）。

なお、現金には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

⑻ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。

２ 重要な会計方針の変更等

該当ありません。

３ 重要な後発事象

該当ありません。
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４ 偶発債務

⑴ 保証債務及び損失補償債務負担の状況

他の団体の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。

（単位：百万円）

⑵ 係争中の訴訟等

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けている事件（平成31年３月31日現在）は次の表

のとおりです。

（単位：千円）

団体名 確定

債務額

履行すべき額が確定していな

い損失補償債務等

総額

損失補償等

引当金計上額

貸借対照表

未計上額

一般社団法人

高知県森林整備公社

- 4,984 22,468 27,452

計 - 4,984 22,468 27,452

№ 事件番号 事件名 訴額

① 高松高裁

平成30年(行コ)第11号

公共職業訓練不合格処分取

消等請求控訴事件

1,650,000円

② 高松高裁

平成30年(ネ)第208号

損害賠償請求控訴事件 100,000円

③ 高知簡裁

平成30年(ハ)第456号

損害賠償請求事件 200,000円

④ 高知地裁

平成30年(ワ)第92号

損害賠償請求事件 19,500,000円

⑤ 高知地裁

平成30年(ワ)第222号

慰謝料請求事件 100,000円

⑥ 松山地裁宇和島支部

平成30年(ワ)第３号

損害賠償（交通）請求事件 1,416,635円

⑦ 徳島地裁

平成30年(ワ)第114号

損害賠償請求事件 8,144,853円

⑧ 神戸簡裁

平成30年(ハ)第10695号

損害賠償請求事件 1,400,000円

⑨ 高知地裁

平成31年(ワ)第40号

損害賠償請求事件 13,200,000円

計 45,711,488円
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５ 追加情報

⑴ 連結対象会計

連結の方法は次のとおりです。

① 地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。

⑵ 出納整理期間

地方自治法（昭和22年法律第67号）第235条の５の規定に基づき、出納整理期間を設けら

れている会計（一般会計等に属する会計及び地方公営企業会計（地方公営企業法非適用企

業））においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計

年度末の計数としています。

⑶ 表示単位未満の取扱い

百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

⑷ 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。

① 範囲

県が保有している資産のうち活用が図られていないもので処分可能なもの

② 内訳

事業用資産 472百万円（ 656百万円）

土地 353百万円（ 347百万円）

建物 119百万円（ 309百万円）

平成31年３月31日時点における売却可能価額を記載しています。

売却可能価額は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律における評価方法によって

います。

上記の（ 百万円）は貸借対照表における簿価を記載しています。

⑸ 減価償却累計額 1,836,696百万円

事業用資産 194,430百万円

建物 174,630百万円

工作物 12,971百万円

船舶 3,358百万円

浮標等 2,961百万円

航空機 510百万円

インフラ資産 1,616,565百万円

建物 19,828百万円

工作物 1,595,925百万円

その他 812百万円

物品 25,701百万円

※百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

区分 会計名 連結の方法 比例連結割合

地方公営企業会計

（地方公営企業法

非適用企業）

港湾整備事業特別会計 全部連結 -

流域下水道事業特別会計 全部連結 -

流通団地及び工業団地造成事業特別会計 全部連結 -

国民健康保険事業特別会計 全部連結 -

地方公営企業会計

（地方公営企業法

適用企業）

電気事業会計 全部連結 -

工業用水道事業会計 全部連結 -

病院事業会計 全部連結 -
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